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北九州市告示第４３０号 

 北九州市市税条例（昭和３８年北九州市条例第８５号）第２２条の３第１項

第３号に規定する寄附金税額控除の対象となる寄附金について、指定した法人

又は団体から次のとおり告示事項の変更の届出があった。 

  令和４年１１月２９日 

                    北九州市長 北 橋 健 治  

１ 法人又は団体の名称の変更  

変更前 変更後 

公益財団法人福岡県すこやか健康事

業団 

公益財団法人ふくおか公衆衛生推

進機構 

２ 変更年月日 

 令和２年１１月１日 
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北九州市上下水道局管理規程第６号 

北九州市上下水道局職員就業規則等の一部を改正する規程を次のように定め

る。

令和４年１１月２９日 

               北九州市上下水道局長 兼 尾 明 利 

北九州市上下水道局職員就業規則等の一部を改正する規程 

 （北九州市上下水道局職員就業規則の一部改正） 

第１条 北九州市上下水道局職員就業規則（昭和３９年北九州市水道局管理規

 程第８号）の一部を次のように改正する。 

  第９条第４項中「第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項」を「第２

２条の４第１項」に、「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤

務職員」に改める。 

第１０条第１項ただし書及び第２項、第１１条第３項、第２０条第２項本

文、第１号及び第２号並びに第７項、第２０条の２第１号及び第２号、第２

３条の２第２項並びに第２３条の４第２項中「再任用短時間勤務職員」を「

定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

  第４１条の２を削る。 

別表第３の４の項、８の項、９の項及び１８の項中「再任用短時間勤務職

員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

 （北九州市上下水道局企業職員の給与に関する規程の一部改正） 

第２条 北九州市上下水道局企業職員の給与に関する規程（昭和３９年北九州

市水道局管理規程第１０号）の一部を次のように改正する。 

第４条第３項を次のように改める。 

３ 法第２２条の４第１項の規定により採用された職員（以下「定年前再任

用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、当該定年前再任用短時間勤

務職員に適用される給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基

準給料月額のうち、第５条の規定により当該定年前再任用短時間勤務職員

の属する職務の級に応じた額に、北九州市上下水道局職員就業規則（昭和

３９年北九州市水道局管理規程第８号。以下「就業規則」という。）第９

条第４項の規定により定められた当該定年前再任用短時間勤務職員の勤務

時間を同条第１項の規定により定められた勤務時間で除して得た数を乗じ

て得た額とする。 

第４条の２第１項中「北九州市上下水道局職員就業規則（昭和３９年北九

州市水道局管理規程第８号。以下「就業規則」という。）」を「就業規則」

に、「その者」を「当該職員」に改め、同条第２項を削る。 
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第４条の３を削る。 

第５条中「前２条」を「前条」に改める。 

  第１３条第１項第１号中「料金（以下」を「料金（第３号及び次項第１号

において」に改め、同項第２号中「以下」の次に「この条において」を加え

、同条第２項第１号本文中「その者」を「当該職員」に改め、「以下」の次

に「この号において」を加え、同号ただし書中「以下」の次に「この号及び

第３号において」を加え、「その者」を「当該職員」に改め、同項第２号ア

からスまで以外の部分中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改め、同項第３号中「その者」を「当該職員」に改める。 

  第１５条第１項各号列記以外の部分中「場合は」を「場合には」に改め、

同条第３項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改め、同条第４項中「（前項の規定により読み替えて適用する場合を含む

。）」を削り、「場合は」を「場合には」に改める。 

  第２１条第３項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務

職員」に、「その者」を「当該職員」に改める。 

  付則に次の９項を加える。 

（定年引上げに伴う措置） 

１５ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後におけ

る最初の４月１日（付則第１８項において「特定日」という。）以後当該

職員に適用される給料表の給料月額のうち、第５条の規定により当該職員

の属する職務の級並びに第４条第１項並びに第７条第２項、第３項及び第

７項の規定により当該職員の受ける号給に応じた額に１００分の７０を乗

じて得た額（当該額に１００円未満の端数を生じたときは、これを１００

円に切り上げるものとする。）とする。 

１６ 育児短時間勤務職員等に対する前項の規定の適用については、同項中

「）とする」とあるのは、「）に、算出率を乗じて得た額とする」とする

。 

１７ 付則第１５項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

  （１） 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用さ

れる常勤職員及び非常勤職員 

  （２） 北九州市職員の定年等に関する条例（昭和５８年北九州市条例第

１２号）第９条第１項又は第２項の規定により同条第１項に規定する異

動期間（同項又は同条第２項の規定により延長された期間を含む。）を

延長された同条例第６条第２号に規定する職を占める職員 

１８ 法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員であ
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って、当該他の職への降任等をされた日（以下この項及び付則第２０項に

おいて「異動日」という。）の前日から引き続き同一の給料表の適用を受

ける職員のうち、特定日に付則第１５項の規定により当該職員の受ける給

料月額（以下この項において「特定日給料月額」という。）が異動日の前

日に当該職員が受けていた給料月額に１００分の７０を乗じて得た額（当

該額に１００円未満の端数を生じたときは、これを１００円に切り上げる

ものとする。以下この項において「基礎給料月額」という。）に達しない

こととなる職員（管理者が別に定める職員を除く。）には、当分の間、特

定日以後、付則第１５項の規定により当該職員の受ける給料月額のほか、

基礎給料月額と特定日給料月額との差額に相当する額を給料として支給す

る。 

１９ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料

月額との合計額が第５条の規定により当該職員の属する職務の級における

最高の号給の給料月額を超える場合における前項の規定の適用については

、同項中「基礎給料月額と特定日給料月額」とあるのは、「第５条の規定

により当該職員の属する職務の級における最高の号給の給料月額と付則第

１５項の規定により当該職員の受ける給料月額」とする。 

２０ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（付則第１５項

の規定の適用を受ける職員に限り、付則第１８項に規定する職員を除く。

）であって、同項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があ

ると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、

管理者が別に定めるところにより、前２項の規定に準じて算出した額を給

料として支給する。 

２１ 付則第１８項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の付則

第１５項の規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当該

給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分

の間、当該職員の受ける給料月額のほか、管理者が別に定めるところによ

り、前３項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

２２ 付則第１８項又は前２項の規定による給料を支給される職員に対する

第２３条第２項及び第２４条第２項の規定の適用については、これらの規

定中「給料月額」とあるのは、「給料月額と付則第１８項、第２０項又は

第２１項の規定による給料の額との合計額」とする。 

２３ 付則第１５項から前項までに定めるもののほか、付則第１５項の規定

による給料月額、付則第１８項の規定による給料その他付則第１５項から

前項までの規定の施行に関し必要な事項は、管理者が別に定める。 
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別表第１の再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用

短時間勤務職員」に改め、同表の再任用職員の項を次のように改める。 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

  円

237,300 

  円

255,200 

  円

283,100 

  円

309,100 

  円

352,700 

  円

412,800 

  円

482,400 

（北九州市上下水道局会計年度任用職員の給与に関する規程の一部改正） 

第３条 北九州市上下水道局会計年度任用職員の給与に関する規程（令和２年

北九州市上下水道局管理規程第５号）の一部を次のように改正する。 

  第７条第１項及び第１１条第１項各号列記以外の部分中「第４条の３」を

「第４条第３項」に、「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤

務職員」に改める。 

付 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。ただし、付則第１０項の規

定は、令和４年  月  日から施行する。 

 （北九州市上下水道局職員就業規則の一部改正に伴う経過措置）

２ 北九州市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和４

年北九州市条例第２０号）付則第２３項に規定する暫定再任用短時間勤務職

員（以下「暫定再任用短時間勤務職員」という。）は、同条例付則第２１項

に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下「定年前再任用短時間勤務職

員」という。）とみなして、第１条の規定による改正後の北九州市上下水道

局職員就業規則の規定を適用する。

（北九州市上下水道局企業職員の給与に関する規程の一部改正に伴う経過措

置） 

３ 北九州市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例付則第９

項に規定する暫定再任用職員（以下「暫定再任用職員」という。）（暫定再

任用短時間勤務職員を除く。以下この項及び次項において同じ。）の給料月

額は、当該暫定再任用職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした

場合に適用される第２条の規定による改正後の北九州市上下水道局企業職員

の給与に関する規程（以下「新給与規程」という。）第２条に規定する給料

表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、新給与
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規程第５条の規定により当該暫定再任用職員の属する職務の級に応じた額と

する。

４ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１０

条第１項に規定する育児短時間勤務をしている暫定再任用職員（同法第１７

条の規定による短時間勤務をすることとなった職員を含む。）に対する前項

の規定の適用については、同項中「とする」とあるのは「に、北九州市上下

水道局職員就業規則第９条第３項の規定により定められた当該暫定再任用職

員の勤務時間を同条第１項の規定により定められた勤務時間で除して得た数

を乗じて得た額とする」とする。

５ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員

が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される新給与規

程第２条に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準

給料月額のうち、新給与規程第５条の規定により当該暫定再任用短時間勤務

職員の属する職務の級に応じた額に、北九州市上下水道局職員就業規則第９

条第４項の規定により定められた当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間

を同条第１項の規定により定められた勤務時間で除して得た数を乗じて得た

額とする。

６ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、

新給与規程第１３条第２項第２号、第１５条第３項及び第２１条第３項の規

定を適用する。

７ 北九州市上下水道局企業職員の給与に関する規程第４条第１項及び第２項

、第７条、第８条、第１１条、第１２条及び第１２条の３の規定は、暫定再

任用職員には適用しない。

８ 令和５年４月１日から令和１４年３月３１日までの間、北九州市職員の定

年等に関する条例等の一部を改正する等の条例第１条の規定による改正後の

北九州市職員の定年等に関する条例第６条第２号に規定する職を占める暫定

再任用職員が、付則第３項又は第５項の規定により給料月額を算定する場合

において、付則別表の左欄に掲げる給料表の同表の中欄に掲げる職務の級に

該当するときは、当該暫定再任用職員の給料月額は、当該給料表及び職務の

級の区分に応じた同表の右欄に掲げる基準給料月額とする。

９ 新給与規程付則第１５項から第２３項までの規定は、北九州市職員の定年

等に関する条例等の一部を改正する等の条例付則第２項の規定により勤務し

ている職員には適用しない。

（その他の経過措置） 

１０ 付則第２項から前項までに定めるもののほか、この規程の施行に関し必
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要な経過措置は、管理者が別に定める。  

付則別表

給料表 職務の級 基準給料月額

給料表（１） ５級 ３０９，２００円

６級 ３４９，６００円

７級 ３９８，８００円
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北九州市上下水道局管理規程第７号 

北九州市上下水道局職員就業規則の一部を改正する規程を次のように定める

。

令和４年１１月２９日 

               北九州市上下水道局長 兼 尾 明 利 

北九州市上下水道局職員就業規則の一部を改正する規程

 北九州市上下水道局職員就業規則（昭和３９年北九州市水道局管理規程第８

号）の一部を次のように改正する。

 第１６条第１項ただし書中「勤務時間」の次に「（地方公務員法第２６条の 

３第１項に規定する高齢者部分休業の承認（以下「高齢者部分休業の承認」と 

いう。）を受けた職員（以下「高齢者部分休業職員」という。）にあっては、 

勤務時間から高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間。以 

下「勤務時間等」という。）」を加える。

 第２０条第２項本文中「前項」を「前項本文」に改め、「育児短時間勤務職 

員等」の次に「、高齢者部分休業職員」を加え、同項各号中「育児短時間勤務 

職員等」の次に「、高齢者部分休業職員」を加え、「の勤務時間」を「の勤務 

時間等」に改め、同条第７項中「育児短時間勤務職員等」の次に「、高齢者部 

分休業職員」を加え、同項を同条第１０項とし、同条第６項を同条第８項とし 

、同項の次に次の１項を加える。 

９ 週休日又は休日（以下「休業日」という。）を挟んで年次休暇を使用した

場合は、当該休業日は、年次休暇として取り扱わない。 

第２０条第５項第２号アからウまで以外の部分中「育児短時間勤務職員等」 

の次に「（高齢者部分休業職員である者を除く。）」を加え、同項第３号中「

勤務時間」を「勤務時間等」に改め、同項を同条第６項とし、同項の次に次の

１項を加える。 

７ 第９条第２項から第５項までの規定並びに第１０条第１項及び第２項の規

定に基づき勤務時間の割振り又は休憩時間について別段の定めがなされてい

る場合で、第３項の規定により難いときは、年次休暇の区分又は単位につい

ては、同項の規定にかかわらず、同項に規定する年次休暇の区分又は単位と

の均衡を考慮して管理者が別に定める。 

 第２０条第４項を同条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ ４時間を下らず４時間４０分を超えない時間の範囲内において勤務時間等

を定められた日の年次休暇は、半日単位の年次休暇とする。 

第２０条の２本文中「勤務時間」を「勤務時間等」に、「同条第７項」を「 

同条第１０項」に改め、同条各号中「勤務時間」を「勤務時間等」に改める。 

9



 第２３条の２第２項中「６０日（」及び「以上の」の次に「高齢者部分休業 

職員、」を加え、「第９条第４項又は第５項の規定により定められたその者の 

勤務時間を同条第１項の規定により定められた勤務時間で除して得た数」を「 

、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める率」に改め、同項に 

次の各号を加える。 

（１） 高齢者部分休業職員（育児短時間勤務職員等である者を除く。）、

定年前再任用短時間勤務職員又は任期付短時間勤務職員 第９条各項（第

３項を除く。）の規定により定められたその者の勤務時間等を同条第１項

の規定により定められた勤務時間で除して得た率 

（２） 高齢者部分休業職員（育児短時間勤務職員等である者に限る。）  

第９条第３項の規定により定められたその者の勤務時間等を同項の規定に 

より定められたその者の勤務時間で除して得た率 

 第２３条の２に次の１項を加える。 

５ 第２０条第４項、第７項及び第９項の規定は、介護休暇について準用する 

。 

第２３条の４第２項中「３０日（」の次に「高齢者部分休業職員、」を加え 

、「第９条第４項又は第５項の規定により定められたその者の勤務時間を同条

第１項の規定により定められた勤務時間で除して得た数」を「第２３条の２第

２項各号に定める率」に改め、同条第４項中「第２０条第５項」を「第２０条

第４項、第６項、第７項及び第９項」に改める。 

 第２３条の５第２項本文中「週休日及び休日（以下「休業日」という。）」

を「休業日」に改める。 

第２３条の９を第２３条の１０とし、第２３条の８を第２３条の９とし、第 

２３条の７を第２３条の８とし、第２３条の６の次に次の１条を加える。 

（高齢者部分休業） 

第２３条の７ 職員の高齢者部分休業については、北九州市職員の高齢者部分

休業に関する条例（令和４年北九州市条例第２１号）の適用を受ける職員の

例による。 

別表第３の４の項中「５日（」の次に「高齢者部分休業職員、」を加え、「

第９条第４項又は第５項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１

項の規定により定められた勤務時間で除して得た数」を「第２３条の２第２項

各号に定める率」に改め、同項備考の欄第３号中「第２０条第５項」を「第２

０条第４項、第６項、第７項及び第９項」に改め、同表の６の項備考の欄第３

号中「第２０条第５項」を「第２０条第４項、第６項、第７項及び第９項」に

改め、同表の８の項中「３日（」の次に「高齢者部分休業職員、」を加え、「
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第９条第４項又は第５項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１

項の規定により定められた勤務時間で除して得た数」を「第２３条の２第２項

各号に定める率」に改め、同項備考の欄第３号中「第２０条第５項」を「第２

０条第４項、第６項、第７項及び第９項」に改め、同表の９の項中「５日（」

の次に「高齢者部分休業職員、」を加え、「第９条第４項又は第５項の規定に

より定められたその者の勤務時間を同条第１項の規定により定められた勤務時

間で除して得た数」を「第２３条の２第２項各号に定める率」に改め、同項備

考の欄第３号中「第２０条第５項」を「第２０条第４項、第６項、第７項及び

第９項」に改め、同表の１０の項備考の欄第３号及び１１の項備考の欄第３号

中「第２０条第５項」を「第２０条第４項、第６項、第７項及び第９項」に改

め、同表の１８の項中「６日（」の次に「高齢者部分休業職員、」を加え、「

第９条第４項又は第５項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１

項の規定により定められた勤務時間で除して得た数」を「第２３条の２第２項

各号に定める率」に改め、同項備考の欄に次の１号を加える。 

（３） 第２０条第４項、第７項及び第９項の規定は、この休暇に準用する。 

  付 則 

（施行期日）

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。

 （北九州市上下水道局企業職員の給与に関する規程の一部改正）

２ 北九州市上下水道局企業職員の給与に関する規程（昭和３９年北九州市水

道局管理規程第１０号）の一部を次のように改正する。

  第１３条第２項第２号アからスまで以外の部分中「育児短時間勤務職員等

」の次に「、法第２６条の３第１項に規定する高齢者部分休業の承認を受け

た職員」を加える。
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